
サービスの開始から3月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、   

低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが   
必要と認められる利用者については、引き続き算定することがで   

きる。   
イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  
職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  
用者ごとの摂食・蟻下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  

と。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設  

型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応  
型通所介護事業所であること。  

邑 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に   

届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利   
用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的   
に実施される口腔清掃の指導書しくは実施又は摂食・蟻下機能に関   

する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持   
又は向上に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機   

能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加算と   

して、3月以内の期間に限り1月に2回を限度として1回につき柑  
旦皐旦を所定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの   
開始から3月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向   
上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認めら   
れる利用者については、引き続き算定することができる。   
イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置している  
こと。   

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛   
生士、看護職鼻、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同  
して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成しているこ  
と。   

栄養改善サービスの開始から3月ごとの利用者の栄養状態の評価   

の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行   

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定する   
ことができる。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  

職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  
用者ごとの摂食・蟻下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  

と。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設  

型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応  
型通所介護事業所であること。  

乙 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に   

届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利   

用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的   
に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・頓下機能に関   

する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持   

又は向上に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機   

能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加算と   
して、3月以内の期間に限り1月に2回を限度として1回につき川  
旦蔓延を所定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの   
開始から3月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向   
上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認めら   

れる利用者については、引き続き算定することができる。   
イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置している  
こと。   

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛   

生士、看護職鼻、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同  

して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成しているこ  
と。  
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ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯  
科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとと  
もに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に  
評価すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設型  
指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型適  
所介護事業所であること。   

旦 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者  

生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、  
地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福  
祉施設入所者生活介護を受けている間は、認知症対応型通所介護費  
は、算定しない。  

ハ トビろ環供体制強化カロ算   

注㈹として市町村   

長舶ま  

共用型指定認知症対応型通所介護事業所がし利用者に対し、指定認  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯   
科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとと  

もに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。   

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に  
評価すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設型  
指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通  
所介護事業所であること。  

邑 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者   

生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、   

地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福   

祉施設入所者生活介護を受けている間は、認知症対応型適所介護費   
は、算定しない。  

げる区分に従い、  った場合は、当該基準に   知症対応型適所介護を行  1匡㈱こ掲げる  
いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他  
の加算は算定しなし＼。  

∴ 
ニ 

3 小規模多機能型居宅介護費   

イ 小規模多機能型居宅介護費（1月につき）  

廷蔓延  

6単位  

3 小規模多機能型居宅介護費   
イ 小規模多機能型居宅介護費（1月につき）   

（1）経過的要介護  4，469単位  

11．430単位  

16，325単位  

23，286単位  

25，597単位  

28．120単位  

11，430単位  

16．325単位  

23，286単位  

25，597単位  

28，120単位  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

∴
‥
丁
∵
÷
‥
仙
注
 
 

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介吉隻4  

要介護5  

…
丁
÷
一
∵
・
・
ナ
二
注
 
 

1 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ  

ス基準第63条第1項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事   
業所をいう。以下同じ。）に登録した者について、登録者の要  
介護状態区分に応じて、登録している期間1月につきそれぞれ   

1 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ   

ス基準第63粂第1項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事   
業所をいう。以下同じ。）に登録した者について、登録者の要   

介護状態区分に応じて、登録している期間1月につきそれぞれ  
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所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数  

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生  
労働大臣が定めるところにより算定する。   2働ビス  
（指定地域密着型サービス基準第63条革1項に規定する通いサ  

ービスをいう。）、訪問サービス（指定地域密着型サービス基準  

第63条第1項に規定する訪問サ坤酢白サー  
ビス（指定地域密着型サービス基準第63条第5項に規定する宿  
泊サービスをし、う。）の算定月lこおける提供回数lこついて、堂  

象董1人当たり平均回数が、週4回lこ満たない場合は、所定単  
位数の100分の70に相当する単位数を算定する。   

旦 量畳量が短期入所生活介琴、短期入所療養介護、特定施設入  
居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定  

施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所  

者生活介護を受けている間は、小規模多機能型居宅介護費は、  

算定しない。   

旦 重畳董が－の指定小規模多機能型居宅介護事業所において、  
指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第6  

2条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）  

を受けている間は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以  
外の指定小規模多機能型居宅介護事業所が指定小規模多機能型  
居宅介護を行った場合に、小規模多機能型居宅介護費は、算定  

しない。  

ロ 初期加算  30単位   

注 指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して3   
0日以内の期間については、初期加算として、1日につき所定単位   

数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院後に指定小   

規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、同様とする。  
ハ 認知症加算   

川瀬 単位  （2）働 500単位   
注 別に厚生労働大臣が定める登録者lこ対して指定小規模多機能  
型居宅介護を行った場合は、1月につきそれぞれ所定単位数皇  
加算する。  

ニ 看護職鼻配置加算  

所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数  

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生  
労働大臣が定めるところにより算定する。   

旦 剋旦董が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入  
居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定  

施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所  

者生活介護を受けている間は、小規模多機能型居宅介護費は、  

算定しない。   

旦 剋旦量が－の指定小規模多機能型居宅介儀事業所において、  
指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第6  

2条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）  

を受けている間は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以  
外の指定小規模多機能型居宅介護事業所が指定小規模多機能型  
居宅介護を行った場合に、小規模多機能型居宅介護費は、算定  

しない。  

ロ 初期加算  30単位   

注 指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して3  
0日以内の期間については、初期加算として、1日につき所定単位  
数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院後に指定小  
規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、同様とする。  

－8－  



川潮 900単位  

ほ）看護職鼻配置加算（Ⅱ） 700単位   

注㈱動大臣が定める施設基準lこ適合しているものとし   
て市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所lこつ   

いては、当該施設基準に掲げる区分に従い、1月につきそれぞ   
れ所定単位数を加算する。ただし、この場合において、看弼  

職員配置加算（Ⅱ  いる場合は、有責  （Ⅰ）を算定して  鼻配置加  

は算定しない。  

ホ 事業開始時支援加算  
一  500単位  

300単位   

注1 川については、事業開始後1年未満の指定′j、規模多機能型  
居宅介護事業所であって、算定月までの間、登録者の数が登  
録定員（指定地域密着型サービス基準第66条に規定する登録  
定員をいう。㈱Olこ満たない指定小規模  
多機能型居宅介護事業所について、平成24年3月31日までの  

間、1月につき所定単位数を加算する仁  
2 酬こついては、事業開始後1年以上2年未満の手旨定小規模  
多嘩能型居宅介護事業所であって、算定月までの間、登録者  
の数が登録定員の100分の80に満たない指定小規模多機能型居  
宅介護事業所について、平成24年3月31日までの間、1月に  
つき所定阜墜塾皇迦呈宣 

ヘ サービス提供体制強化加算   

注 丹‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして市町   

村長舶   

対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、鼎引こ  
数 を加算する。  掲 げる所定単位   1月につき次に  掲げる区分に従い、  

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において  
は、郷  

川湘  

⊥ 

山型†吏鎚虹 

4 認知症対応型共同生活介護費   

イ 認知症対応型共同生活介護費（1日につき）   

（1）要介護1  

∽0単位  

3叩単位  

350単位  

4 認知症対応型共同生活介護費   
イ 認知症対応型共同生活介護黄（1日につき）   

（1）要介護1  831単位   831単位  
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848単位  

865単位  

882単位  

900単位   

861単位  

878単位  

895単位  

912単位  

930単位  

（2）要介護2  

（3）要介護3  

（4）要介護4  

（F）要介護5  

口 短期利用共同生活介護費（1日につき）  

（1）要介護1  

（2）要介護2  

（3）要介護3  

（4）要介護4  

（5）要介護5  

848単位  

865単位  

882単位  

900単位   

861単位  

878単位  

895単位  

912単位  

930単位  

（2）要介護2  

（3）要介護3  

（4）要介護4  

（5）要介護5  

ロ 短期利用共同生活介護費（1日につき）  

（1）要介護1  

（2）要介護2  

（3）要介護3  

（4）要介護4  

（5）要介護5  

注ユ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生   
労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た  
すものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護   

事業所（指定地域密着型サービス基準第90条第1項に規定する指  
定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）におい   
て、指定認知症対応型共同生活介護（指定地域密着型サービス基   
準第89条に規定する指定認知症対応型共同生活介護をいう。以下   
同じ。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利   

用者の要介護状態区釧こ応じて、それぞれ所定単位数を算定する。   
ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな  
い場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。   
なお、利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める  
基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより  
算定する。   

2 鋸こ厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定言忍知症対応  
型共同生活介護事業所であって、指定地域密着型サービス基準第  

90条儒1項に規定する夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要  
な故に1を加えた数以上の数の介護従業者（指定地域密着型サー  

ビス基準第90条第1項に規定する介護従業者をいう。）を配置し  
ているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活   
介護事業所においては、夜間ケア加算として、1日につき25単位  
を所定単位数に加算する。   

3 mて、医師が、認知症（介護保険法第8条第16項に規定   
する認知症をいう。㈱勒・心理症状が認められる  
ため、在宅での生活が困難であり、鰯忍知症対応型異周  

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労   

働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすも   

のとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所   

（指定地域密着型サービス基準第90条第1項に規定する指定認知症   

対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定認   

知症対応型共同生活介護（指定地域密着型サービス基準第89条に規   
定する指定認知症対応型共同生活介護をいう。以下同じ。）を行っ   

た場合に、当該施設基準に掲げる区釧こ従い、利用者の要介護状態   

区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤   

を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位   
数の100分の97に相当する単位数を算定する。Lなお、利用者の数又は   

従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、   

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  
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隼活介紳こ対し、指定   

認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入居を開坤した日カ、   
ら師鋸こ  

加算する。   

4 別に厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして市町   
村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所において、   
若年性認知症利用者に対して、指定認知症対応型共同生活介護を   
行った場合には、瑚こつ  

き120単位を所定単位数に加算する。ただし、注3を算定してし、る  
場合は算定しない。   

5 れこついて、別に厚生労働大臣が定める基準Iこ適合する利用者   

については、零細市30日を上限と   
して1日につき80単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日  
の翌日から死亡日までの間は算定しない。また、この場合におい  
て、医療連携体制加算を算定していない場合は、算定しなし㌧  

ハ 初期加算  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間について   

は、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  
ニ 医療連携体制加算  39単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長   
に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所において、指定   
認知症対応型共同生活介護を行った場合は、医療連携体制加算と  

して、1日につき所定単位数を加算する。  
年制 400単位   

桂瀬、その居宅lこおいて居  
宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当  
該酬引引こ当該利用者及びその家族等lこ対して退居後の  
居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又   
l；挿冨祉サービスについて相談援助を行い、かつ、当該利用者の同   

意を得て、退居の日から2週間以榔こ当該利用者の退居後の居宅   

地を管轄する市町村（特別区を含む。）及び老人介護支援センタ   
ー（老人福祉法（昭和謂年法律第133号）第20条の7の21こ規定   
する老人介護享接センターをいう。以下同じ。）又は地域包括支   
援センター（法第115条Ⅵ39第1項lこ規定する地域包括支援セ  
ンターをいう。）に対して、当該利用者の介吉隻状況を示す文書を  

ハ 初期加算  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間について  

は、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  

二 医療連携体制加算  39単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  
に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所において、指定   

認知症対応型共同生活介護を行った場合は、医療連携体制加算と  
して、1日につき所定単位数を加算する。  
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l さ えて当該利用者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに  

必要な情鱒を提供した場合に、利用者1人につき1回を限度とし  
て算定する。  

ケア加算  ヘ 音忍知症   

が定める基準に適合しているものとして市町   注 別に厚生労働大臣  

村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚   
生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合庄  

は、当幽所定単   

位数を加算する。ただし、瑚ヱ   
いる場合におし、ては、次に掲げるその他の加 は井定しない0  

3単位  

l  4早 

トナービス提供体制強化加算  

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合長  
おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。  

ヨ引E ㌫∴顎朗屈牒闇謂L瓦冒引眉間阜ヨヨ‥E   （2）凋  
3 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

地域密着型特定施設入居者生活介護費  

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（1日につき）  

（1）要介護1 （2）㈲   
岬㈲  （4）㈲  
（5）要介護5  

5 地域密着型特定施設入居者生活介護費   

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護費（1日につき）   

（1j 要介護1  

D準E 当抗日琴   

！3 要介護3  

心 要介－－4  

（5）要介護5  

墜1単位  

型1畢塵  

711単位  

！鱒単位  

851単位  

糾9単位  

印単位  

683単位  

750単位  

818単位  

注1指定地域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準第109   

条第1項に規定する指定地域密着型特定施設をいう。以下同じ。）   
において、指定地域密着型特定施設入居者生活介護（同項に規   
定する指定地域密着型特定施設入居者生活介護をいう。以下同   
じ。）を行った場合に、指定地域密着型特定施設入居者生活介   
護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要介護   

注1 指定地域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準第109  
条第1項に規定する指定地域密着型特定施設をいう。以下同じ。）  

において、指定地域密着型特定施設入居者生活介護（同項に規  
定する指定地域密着型特定施設入居者生活介護をいう。以下同  
じ。）を行った場合に、指定地域密着型特定施設入居者生活介  
護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要介護  
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状態直釧こ応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、  

看護職貞又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準  
に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算  

定する。  

2 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  
1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域  

密着型特定施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、  
看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、  

利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、  

計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算と  
して、1日につき12単位を所定単位数草加算する。  3働録してい  
冬甥割こ串いて、望郷旨  

定嘩  

関をいう湖当琴利用者の  

健康榊  

療華甲連携加算として、1月瑚こ加算  
互む   

ロ 夜間看護体制加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  
に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に対して、  

指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合に、1日に  
つき所定単位数を加算する。  

6 地域密着型介護福祉施設サービス   

イ 地域密着型介護福祉施設サービス費   

（1）地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）（1日につき）  

状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、   

看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準   
に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算   

定する。  

2 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常軌の理学療法士等を  

1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   
密着型特定施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、   

看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、   
利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、   
計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算と   
して、1日につき12単位を加算する。   

ロ 夜間看護体制加算  10単位  

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  

に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に対して、  

指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合に、1日に  
つき所定単位数を加算する。  

6 地域密着型介護福祉施設サービス   
イ 地域密着型介護福祉施設サービス糞   

（1）地域密着型介護福祉施設サービス貴（Ⅰ）（1日につき）  

与旦9単位  

6鱒単位  

730単位  

鱒1単位  

甲1単位   

鱒単位  

鱒畢僅  

792単位   

二 に）㈲  
（三）㈱ 

L⊥星企謹呈 
㈲要介韓5 
（2）地域密着型介護福祉施設サービス費（正）（1日につき）  

ト）㈲ 

（二卜郷 

（ヨ 要介護3   

577単位  

糾8単位  

718単位  

嬰g単位  

859単位  

ト）要介護1  

に）要介護2  

且 要介護3  

個）要介護4  

伍）要介護5  

（2）地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）（1日につき）  

（－）要介吉葉1  639単位  

⊆）要介護2  了10単位  

に）要介護3  780単位  
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」 j≡i二ヨー1てM凰一一ノ  」勒ゴアヨ良一・一一・  億扇殻亘ぎ可F≒Lヤ1トノ∴ 二」二竺きヨ苧環  
ト   

（四）要介護4   （五）㈲  
ロ ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費  

（1）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）  

き）   ト）㈲   に）㈲   （三）㈲   
（四）要介護4   

（五）要介護5  

（2）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

き）   

（－）要介護1  

に）要介護2   （三）㈲  
個）要介護4  

伍）要介護5  

㈲㈲   

㊦ 要介護5  
ロ ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費  

851単位   

氾1単位   

（1日につ   

（ほ7単位   

一728単位  

‘798単位   

弼9単位   

gゼ9単位  

（1日につ  

657単位   

728単位   

798単位   

869単位   

929単位  

863単位  

933単位  

（1）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）（1日につ   

き）  

（－）要介護1  669単位  

740単位  

810単位  

881単位  

941単位   

に）要介  

（三）要介護3  

（四）要介護4  

㈲ 要介護5  
（2）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）（1日につ   

き）   

卜）要介護1  669単位  

に）要介護2  740単位  

（三）要介護3  810単位   

（四）要介護4  881単位   

（五）要介護5  941単位  

ハ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス費  

（1）経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（1日につき）  

ハ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス費  

（1）経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（1日につき）  

卜）経過的地域密着型介護福祉施設サービス糞（Ⅰ）   卜）経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）   

a 要介珪1   

b 要介護2   

c 要介護3   

d 要介護4   

0 要介護5  
（二）経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

a 要介護1   b㈲   
c 要介護3   

d 要介珪4   

0 要介護5   

a 要介注1  
b要介護2  C㈲  d㈲  
○御   

経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  

a 要介護1  b⑯  C㈲  
F 巨抗日二聖  

○ 要介護5  

乃3単位  

820単位   

銅8単位  

955単位  

1，022単位   

815単位   

銅2単位   

950単位  

1，017単位  

1．084単位  

741単位   

∽8単位  

876単位   

943単位  

1，010単位  
■
 
■
 
 

803単位  

870単位   

粥8単位  

1，005単位  

1，072単位  

（2）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（1日   

につき）  

（－）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）   

す 要介護1  741単位  

（2）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（1日   

につき）  

（－）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

a 要介護1  753単位   
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聯 8鱒単位  c㈲ 976単位   
に）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）  a要介町 8叩単位  b㈲ 907単位   
？㈲ 0粥単位   

ユニット型指定介護老人福祉施設における経過的地域密着型介護  
福祉施設サービス  

（1）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（1日に   

つき）  

ト）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）  

a 要介護1  808単位  

セ㈲ 857単位   C㈲ 988単位  
に）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

や 要介護1  815単位   

b 要介護2又は要介護3  919単位  

や 要介護4又は要介護5  1，050単位   

ユニット型指定介護老人福祉施設における経過的地域密着型介護  
福祉施設サービス  

（1）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（1日に   
つき）   

卜）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

a 要介護1  820単位  

b 要介護2  875単位   b 要介護2  88了単位  

瀾 943単位   

や 要介護4  1．010単位   9㈲ 0叩単位  
に）、ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

a 要介護1  808単位  

c 要介護3  955単位   

d 要介護4  1．022単位   

瀾 089単位  

に）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

a 要介護1  820単位   

b 要介護2  887単位  b 要介吉隻2  875単位  

c 要介護3  943単位  c 要介言董3  955単位  d㈲ 1．010単位  e 要介護5  嘩 し0†7単位  
（2）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービ   

ス費（1日につき）   

ト）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー  
ビス費（Ⅰ）  

d 要介言隻4  1．022単位  e㈲ 鱒単位  
（2）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービ   

ス費（1日につき）   

ト）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー  

ビス費（Ⅰ）  

a 要介護1  820単位  a 要介護1  
b 要介護2又は要介護3  
c 要介護4又は要介護5  

808単位   

912単位  

1，043単位  

b 要介護2又は要介護3  924単位   c㈲ 55単位  
に）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介沫福祉施設サー  に）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー   

ビス費（Ⅱ）  ビス費（Ⅱ）  

野 営抗裂副  

b 要介護2又は要介護3  
c 要介護4又は要介護5  

a 要介護1  

b 要介護2又は要介護3  
c 要介護4又は要介護5  

808単位   

912単位  

1，043単位  

820単位  

犯4単位  

1．055単位  

注1 イ、ロ、ハ（1）及び二（1）については、別に厚生労働大臣が定め  注1 イ、口、ハ（1）及びニ（1）については、別に厚生労働大臣が定め   
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一●ト   

る施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を   
行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長   
に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型   
サービス基準第130条第1頓に規定する地域密着型介護老人福祉   
施設をいう。以下同じ。）において、指定地域密着型介護老人   
福祉施設入所者生活介護（同項に規定する指定地域密着型介護   
老人福祉施設入所者生活介護をいう。以下同じ。）（介護保険法   
施行法（平成9年法律第124号）第13条第1項に規定する旧措置   

入所者（以下「旧措置入所者」という。）に対して行われるも   

のを除く。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び   

別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入所者の   
要介薩状態区分lこ応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た   
だし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな   
い場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。   
なお、入所者の数又は介護職員、看護職員若しくは介護支援専   
門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、   
別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  
2 ハ（2）及びニ（2）については、別に厚生労働大臣が定める施設基   

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長に届け出   

た指定地域密着型介護老人福祉施設において、指定地域密着型   

介護福祉施設入所者生活介護（旧措置入所者に対して行われる   

ものに限る。）を行った場合に、別に厚生労働大臣が定める基   
準に掲げる区分Iこ従い、入所者の介護の必要の程度に応じて、   
それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員   
の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100   
分の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数又は介   

護職員、看護職員若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労   
働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定   
めるところにより算定する。  

3 ロ及びこについて、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさ   
ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位   
数を算定する。  
4 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘   
束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数から  

る施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を   

行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長   

に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型   

サービス基準第130条第1項に規定する地域密着型介諌老人福祉   

施設をいう。以下同じ。）において、指定地域密着型介護老人   

福祉施設入所者生活介護（同項に規定する指定地域密着型介護   

老人福祉施設入所者生活介護をいう。以下同じ。）（介護保険法   

施行法（平成9年法律第124号）第13条第1項に規定する旧措置   

入所者（以下「旧措置入所者」という。）に対して行われるも   

のを除く。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び   

別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入所者の   
要介護状態区釧こ応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た   

だし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな   
い場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。   

なお、入所者の数又は介護職員、看護職員若しくは介護支援専   

門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、   

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2 ハ（2）及びニ（2）については、別に厚生労働大臣が定める施設基   

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長に届け出   

た指定地域密着型介護老人福祉施設において、指定地域密着型   

介護福祉施設入所者生活介護（旧措置入所者に対して行われる   

ものに限る。）を行った場合に、別に厚生労働大臣が定める基   

準に掲げる区分に従い、入所者の介護の必要の程度に応じて、   
それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100   

分の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数又は介   

護職員、看護職員若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労   
働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定   

めるところにより算定する。  

3 ロ及びこについて、 
ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位   
数を算定する。  

4 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘   
束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数から  
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減算する。  減算する。  

5 別に厚生労働大臣が定める施設基準lこ適合しているものとし  
て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設につい  
ては、餌場   

に加算する。  

5 鋸こ厚生労働大臣が定める施設基準lこ適合しているものとし  

単位数に加算するト  

旦矧‖こ厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし   

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設につい  
与堪、当該施設基準lこ掲げる区分Iこ従し、、1日lこつき次lこ掲ぜ   
る単位数を所定単位数に加算するし  

1呈里塵  

旦皇位  

星旦皇位  

8単位  

川御算（Ⅰ）イ  
（2）御旦   
」 組越山 

（4）看護体制加算（甘†ロ 

7別に厚生労働大臣が定める夜勤そ行う職員の勤務条件に開す  

重量豊丘塵土王立旦と上ヱ車型杜旦⊆昼吐旦立通星型旦塑遷彗  

全納し  

1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す行  

41単位  

ユ旦皇塵  

坐星塵  

18単位  

⊥ 夜勤職臭配邑担里⊥＿！＿二∠  

⊥ 

瑚算（Ⅱ）イ  
（4）夜勤職員配置抑算（Ⅱ）ロ  

旦 イ及びハについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適   
合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護   

老人福祉施設については、準ユニットケア加算として、1日に   
つき5単位を所定単位数に加算する。  

旦 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  

1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   

密着型介護老人福祉施設において、入所者に対して、機能訓練   
指導員、看護職員、介護職員、生活相言炎具その他の職種の暑が   
共同して、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画   
に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能   

旦 イ及びハについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適   

合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護   
老人福祉施設については、準ユニットケア加算として、1日に   

つき5単位を所定単位数に加算する。  

ヱ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  

1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   
密着型介護老人福祉施設において、入所者に対して、機能訓練   
指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が   
共同して、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画   
に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能  
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訓練加算として、1日につき12単位を所定単位数に加算する。  
10矧‖こ厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市   

町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において⊥   
若年性認知症入所者（介護保険法施行令第2条第6号に規定す   

る初老期における認知症によって法第7条第3項に規定する要   
介護者となった入所者をいう。＝こ対して指定地域密着型介儀   
老人福祉施設入所者生活介護を行った場合には、若年性認知症   
入所者受入加算として、1日につき120単位を所定単位数に矩宴   

払  

u 専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する   

常勤の医師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け  

訓練加算として、1日につき12単位を所定単位数に加算する。  

邑 専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する  

常勤の庖師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け  

1日につき2   出た指定地域密着型介護老人福祉施設については、  1日につき2  出た指定地域密着型介護老人福祉施設については、  

0単位を所定単位数に加算する。  堕≒旦を所定単位数に加算する。  
週 認知症である入所者が全入所者の3分の1以上を占める指定   

地域密着型介護老人福祉施設において、精神科を担当する医師   
による定期的な療養指導が月に2回以上行われている場合は、  
1日につき5単位を所定単位数に加算する。   

週 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚、聴覚若しく   

は言語機能に障害のある者又は知的障害者（以下「視覚障害者   

等」という。）である入所者の数が15以上である指定地域密着   
型介護老人福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援   
に閲し専門性を有する者として別に厚生労働大臣が定める者（以   

下「障害者生活支援員」という。）であって専ら障害者生活支   

援員としての職務に従事する常勤の職員であるものを1名以上   
配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介   

護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算として、  
1日につき26単位を所定単位数に加算する。  
週 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に   

対して居宅における外泊を認めた場合は、1月に6日を限度と   

して所定単位数に代えて1日につき246単位を算定する。ただし、   
入院又は外泊の初日及び最終日は、算定できない。  
遁 平成17年9月30日においてユニットに属する個室以外の個室   

（以下「従来型個室」■という。）に入所している看であって、   
平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入所するもの（別   

こ規定する認知症をいう。以下同じ。）   認知症（法第8条第16項  

である入所者が全入所者の3分の1以上を占める指定地域密着   
型介護老人福祉施設において、精神科を担当する医師による定   
期的な療養指導が月に2回以上行われている場合は、1日につ   
き5単位を所定単位数に加算する。  
週 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚、聴覚若しく   
は言語機能に障害のある者又は知的障害者（以下「視覚障害者   

等」という。）である入所者の数が15以上である指定地域密着   

型介護老人福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援   
に関し専門性を有する者として別に厚生労働大臣が定める者（以   

下「障害者生活支援員」という。）であって専ら障害者生活支   

援員としての職務に従事する常勤の職員であるものを1名以上   
配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介   

護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算として、   
1日につき26単位を所定単位数に加算する。  

u 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に   

対して居宅における外泊を認めた場合は、1月に6日を限度と   
して所定単位数に代えて1日につき320単位を算定する。ただし、   

入院又は外泊の初日及び最終日は、算定できない。  
週 平成17年9月30日においてユニットに属する個室以外の個室   
（以下「従来型個室」という。）に入所している看であって、   

平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入所するもの（別  
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